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 連合総研では、2005 年１月に本研究委員会を設置し、日本の人口減少が経済産業、労働・雇

用、社会保障などに与える影響について、短期・中期・長期の視点から解明を行うとともに、中

期・長期の影響に対する各政策分野における対応策のあり方を検討してきた。本書は本研究委員

会での２年間の成果である。その大きな特徴は、人口減少問題を「勤労者、生活者」の視点から

取り上げたことであり、その内容は２つに分けられる。 

１つは「人口減少の悪影響をいかに防ぐか」という視点である。人口減少は、経済生活、地域

社会、社会保障など勤労者の生活に大きな影響を及ぼすこととなる。なかでも、労働力不足が経

済的大問題となるなかで、働く意思と能力のあるすべての人々の就業を促進することが重要にな

る。このため、とりわけ高齢労働者と女性労働者が経済活動に積極的に参加しうる社会システム

をつくることが不可欠である。そのようなかたちで就業率を引き上げることは、年金制度など社

会保障分野にも、少なくとも短期的、中期的には好影響を与えることになる。 

もう１つは「少子化にいかに歯止めをかけるか」という視点である。少子化には「日本の働き

方」が影響している。従来型の、「再参入が難しく」「正社員とパートの賃金格差が大きく」「残

業時間が長い」といった雇用慣行が、女性の子育ての機会費用を大きくすることを通じて、少子

化をもたらしているからである。このことは、少子化対策としてたんに児童手当のような所得面

から部分的に対策を講じるのではなく、就業による公正な所得、仕事と家族生活を両立させる労

働時間制度、保育サービスなど子育てを支援する地域的な社会システムの３つを適切に組み合わ

せた一貫した政策が不可欠であることを意味する。 

全体として、「雇用の質を高め、勤労者、生活者の立場に立った仕組みを作ることこそが人口

減・少子化対策の王道である」ということが本書の主張である。 
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